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１表

(注)1.企業数＝会社数＋個人事業所数とする。
　　2.常用雇用者300人以下（ゴム製品製造業は900人以下、旅館,ホテルは200人以下、卸売業、サービス業(ソフトウェア業、情報処理・提供サービ
　　　ス業、旅館、ホテルを除く)は100人以下、小売業、飲食店は50人以下又は資本金3億円以下（卸売業は1億円以下、小売業、飲食店、サービス
　　　業（ソフトウェア業及び情報処理・提供サービス業を除く)は5,000万円以下)の企業を中小企業とする。
　　3.中小企業のうち、常用雇用者20人以下(卸売業、小売業、飲食店、サービス業(宿泊業、娯楽業を除く)は5人以下)の企業を小規模企業とする。
　　4.産業分類は、2007年11月改訂のものに従っている。
　　5.2009年からの「経済センサス」では従来の総務省「事業所・企業統計調査」と比べ、(1)商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企
　　　業の捕捉範囲を拡大しており、(2)本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、過去の中小企業白
　　　書の付属統計資料の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではない。

産業大分類別企業数(民営、非一次産業、2014年)

産業大分類

（単位：社）

個人企業 会社 個人企業＋会社

1表
産業大分類別企業数（民営、非一次産業、2014年）
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2表

産業大分類別従業者数(民営、非一次産業、2014年)

（単位：人）

産業大分類

個人企業 会社 個人企業＋会社

（注）1.従業者合計＝個人業主＋無給の家族従業者＋有給役員＋常用雇用者（正社員＋パートアルバイト）＋臨時雇用者である。
　　　2.各企業に所属する事業所で働く従業者数を、企業単位に集計した値である。小規模企業・中規模・大企業の規模格付け及び産業格付けは
　　　　企業単位で行っている。
　　　3.調査設計上、「従業者合計」の集計範囲は国内事業所で働く従業者に限定される。中小企業白書の付属統計資料では「常用雇用者数」が
　　　　集計されているが、こちらは海外事業所の常用雇用者を含む設計になっているため、グローバル化が進んだ産業では「常用雇用者数」の
　　　　ほうが「従業者合計」よりも多くなる場合がある。

2表
産業大分類別従業者数（民営、非一次産業、2014年）
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産業大分類

3表

産業大分類別売上高(民営、非一次産業、2013年)

（単位：億円）

個人企業 会社

(注)1.売上高とはこの場合、商品等の販売額または役務の給付によって実現した売上高、営業収益、完成工事高などを言う。
　　　株式ほか有価証券、土地・建物、機械・器具の売却による収入は含まない。
    2.企業全体の売上高を、企業単位の産業分類・資本金額・常用雇用者に基づいて規模格付けしている。
    3.総務省「平成26年経済センサス-基礎調査」では、売上高は原則として2013年1月から12月までの1年間の売上を調査している。
      調査時点は2014年7月1日現在であるが、売上高については2013年の値となる。
    4.売上高の場合、億円を単位として計算した。四捨五入して1にならない集計項目（5,000万円未満）は0と表記し、該当企業が存在しない
　　　集計項目は空白とした。

個人企業＋会社

3表
産業大分類別売上高（民営、非一次産業、2013年）
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